
 

 
 

令和７・８年度 

 

立山町入札参加資格審査申請書 
 

                                  

業者番号    

 

 

商号又は名称                     
 
 

【入札参加希望区分】 

建設工事 
 

 

              申請日：令和  年  月  日 

表紙 

※業者番号について 

・過去に登録のある方・・・令和５・６年度の立山町入札参加資格者名簿（町ＨＰに 

掲載）記載の業者コード又は立山町の電子入札番号の 

下３桁を記載してください。 

・過去に登録のない方・・・記載不要。 



様式第１－１号 

定 期 
新 規 

更 新 

 （○で囲む。） 

 
建 設 工 事 入 札 参 加 資 格 審 査 申 請 書 

 

令和  年  月  日 

 

申

請

者 

郵 便 番 号  

所 在 地 
 

フ  リ  ガ  ナ  

商 号 又 は 名 称  

フ  リ  ガ  ナ  

代 表 者 職 氏 名  

担 当 者 所 属 氏 名  

電 話 番 号  Ｆ Ａ Ｘ  

E - m a i l ア ド レ ス  

 

立 山 町 長     

 
 
立山町発注に係る建設工事の入札に参加したいので、指定の書類を添えて入札参加資格の審査を申請します。 
なお、本申請書及び添付書類すべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。 
 

 

許 可 番 号 委任の 
有 無 

ボーリング工事 
希望の有無 * 大臣・知事 番 号 

          

 
 

本社（委任先を設ける場合は当該委任先）が有する許可業種 

土01 建02 大03 左04 と05 石06 屋07 電08 管09 タ10 鋼11 筋12 ほ13 しゅ14 板15 

               

ガ16 塗17 防18 内19 機20 絶21 通22 園23 井24 具25 水26 消27 清28 解29  

               

 

入札参加希望業種 

土01 建02 大03 左04 と05 石06 屋07 電08 管09 タ10 鋼11 筋12 ほ13 しゅ14 板15 

               

ガ16 塗17 防18 内19 機20 絶21 通22 園23 井24 具25 水26 消27 清28 解29  

               

 

 

 

 

 

 

随 時 
新 規 

更 新 

 （○で囲む。） 



（裏） 

 

委任先営業所（他の営業所等に委任する場合のみ記入） 

郵 便 番 号  

所 在 地 
 

フ  リ  ガ  ナ  

商 号 又 は 名 称  

フ  リ  ガ  ナ  

代 表 者 職 氏 名  

担 当 者 所 属 氏 名  

電 話 番 号  Ｆ Ａ Ｘ  

E - m a i l ア ド レ ス  

 

 

 



使 用 印 鑑 届 出 書 

 

 

 

                       ・ 

 

 

使用印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の印鑑を，入札，見積り，契約の締結並びに代金の請求及び受領のために使用したいの

で届け出ます。 

 

  年  月  日 

 

立 山 町 長   

 

 

 

 

 

所 在 地  

商号又は名称 

代表者職氏名            （押印不要） 

 

 

 

 

 

・入札書、見積書、契約書、請求書等に使用する印鑑を押印してください。 

 

・使用印は次のいずれかを押印してください。 

本店で登録する場合：代表者印（役職印又は個人印） 

支店等に委任する場合：受任者の印（役職印又は個人印） 

個人事業主の場合：個人印 

 

・社印（社名や部署名のみの印）等、個人を特定できない印を使用すること

はできません。 

 

・入札書等の書類に、使用印とともに社印を押印することは差し支えありま

せん。この場合の社印の届出は不要です。 

 



委 任 状 

 

 

 

年  月  日 

立 山 町 長   

 

所 在 地  

商号又は名称 

代表者職氏名              印 

 

 

私は，次の者を代理人と定め，次の事項に関する権限を委任します。 

 

  受任者 所 在 地 

      商号又は名称 

      代表者職氏名 

 

 

 

 

 

委任事項 

1．入札書及び見積書の提出の件 

1．請負契約の締結及び目的物引渡の件 

1．保証金の納付，還付請求及び受領の件 

1．請負代金，前払金及び部分払いの請求及び受領の件 

1．復代理人の選任に関する件 

1．上記各項に附帯する一切の件 

 

 

 

 

委任期間 

     年  月  日から    年  月  日まで 

 ただし，委任期間内に請求済みの請負代金，保証金又は保証物の領収については，委任期

間終了後も効力を有するものとする。 

受任者使用印 



様式第 2 号 

工 事 経 歴 書 

決算期間 
自 令和  年  月  日 

至 令和  年  月  日 

（建設工事の種類）        工事 

商号又は名称 

 
 

発注者 
元請又は 

下請の別 
工 事 名 

工事場所のある 

都道府県名 

配置技術者 

氏 名 
請負代金の額 

着工年月 

完成年月 

     
千円 

 
年 月 

年 月 

     
千円 

年 月 

年 月 

     
千円 

年 月 

年 月 

     
千円 

年 月 

年 月 

     
千円 

年 月 

年 月 

     
千円 

年 月 

年 月 

     
千円 

年 月 

年 月 

     
千円 

年 月 

年 月 

     
千円 

年 月 

年 月 

     
千円 

年 月 

年 月 

     
千円 

年 月 

年 月 

     
千円 

年 月 

年 月 

     
千円 

年 月 

年 月 

     
千円 

年 月 

年 月 

  
   

 

 合計 件 千円 
 

 



様式第 3 号 

営 業 所 一 覧 表 

 

  

 

商号又は名称          

 

名    称 
許可を受けた建設業 

所 在 地 
電話番号 

FAX 番号 特  定 一  般 

（主たる営業所）     

 

 

 

 

（建設業法上のその他の営業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（その他の営業所） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



技 術 職 員 名 簿 

氏名 
法令による免
許等の名称 実務経歴 

実務経験年
月数 

   年  月  

   年  月  

   年  月  

   
年  月  

   年  月  

   年  月  

   年  月  

   年  月  

   
年  月  

   年  月  

   
年  月  

   年  月  

   年  月  

   年  月  

   年  月  

   
年  月  

   年  月  

   年  月  

   年  月  

   年  月  

   
年  月  

   年  月  

 

記載要領 

１ 「氏名」の記載は，営業所（本店又は支店若しくは常時契約を締結する事務所）ごとにまとめて行い，その

直前の氏名欄に，（ ）書きで当該営業所名を記載すること。 

２ 「法令による免許等の名称」の欄には，業務に関し法律又は命令による免許又は技術若しくは技能の認定を

受けたものを記載すること。（例：○○建築士，○○土木施工管理技士） 

３ 「実務経歴」の欄には，最近のものから記載し，測量，建設コンサルタント等業務に従事した職種及び地位

を記載すること。 

 

 

 

 



 

補足的事項に関する申請書 

 

(宛先) 立山町長 

 

申請者                   

      所 在 地 

商号又は名称  

代表者職氏名                

 

 

立山町建設工事競争入札参加資格審査に係る補足的事項の審査を下記のとおり申請します。 

なお、この申請書及び添付書類の内容について、事実と相違ないことを誓約します。 

                 

  

   記 

 

 

項            目 
点数 

(注１) 

○印欄 

(注２) 

１ 立山町発注の工種別完成工事高 

審査基準日（令和７年１月１日）の前２

年間に施行した立山町発注の工事に係る施

工件数及び完成工事高の総額 
※土木工事、建築工事、管工事、舗装工事

のみ。 

※提出書類一覧の№11「工事経歴書」と件

数が一致しない場合は、別途分かるもの

を添付すること。 
配点表 

平均完成工事高（過去２年間） 配点 

3,000万円以上 16点 

2,500万円以上3,000万円未満 14点 

2,000万円以上2,500万円未満 12点 

1,500万円以上2,000万円未満 10点 

1,000万円以上1,500万円未満 ８点 

500万円以上1,000万円未満 ６点 

200万円以上500万円未満 ４点 

200万円未満 ２点 

０ ０点 
 

 
施工件数 

（件） 

完成工事高 

の総額（円） 

  

土木

工事 

    

建築

工事 

    

管工

事 

    

舗装

工事 

    

２ 工事表彰 

（Ｒ５・６年度表彰を対象とする） 

 ※賞状の写しを添付すること。 

 

配点表 

本庁所管 県出先機関所管 

知事賞 20点  最優秀賞 15点 

部長賞 15点  優秀賞  10点 

- 良賞   ５点 

※加点できる数値の上限は20点 

令和   年度         賞  

 

 

 

令和   年度         賞  

  

 

 

 

令和   年度         賞  

 

 

 

令和   年度         賞  

   

 

 

 

町内に主たる営業所を有する事業者

のみ 



項            目 
点数 

(注１) 

○印欄 

(注２) 

３ 品質管理 

ＩＳＯ９００１認証取得（建設業に関するものに限る） 

※登録証の写しを添付すること。 
５  

４ 本店所在地が立山町にある。 
５  

５ 除雪協力 

 基準日（令和７年１月１日）の前２年間に、町と除雪業務又は凍結防止剤散布業 

務に関し契約をしている。 

  ※契約書の写しを添付すること。 

10  

６ 災害協力 

申請日時点で、立山町地域防災計画に基づき町と締結している協会等の会員である

（協会名：            ） 

※協定書の写し又は協会等発行の証明書を添付すること。 

５ 

 

 

 

７ 消防団協力事業所 

 申請日時点で、立山町消防団協力事業所の認定を受けている。 

  ※消防団協力事業所認定証の写しを添付すること。 
５ 

 

８ 地域ボランティア活動 

 事業所として、令和６年12月16日の前２年間２回以上、町内で地域ボランティア活動を継続

的に行っている。 

  ※別紙「地域ボランティア活動実績報告書」を添付すること。 

５ 

 

９ 環境への配慮 

 ＩＳＯ１４００１認証又はエコアクション21認証・登録  

※登録証及び認証範囲、有効期限等を確認できるものを添付すること。 
５ 

 

10 障害者雇用 

 次の（１）又は（２）に該当する者。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）第43条第1項に規 

定する障害者の雇用義務があり（＝常用労働者数40人以上（建設業は49人以上））、

法定雇用率（2.5％）を満たす数以上の障害者を雇用している。 

※公共職業安定所に提出した「障害者雇用状況報告書」（令和６年６月１日時点

の状況を記載し、職業安定所の受付印のあるもの）の写しを添付すること。 

５ 

 

 

  

 

(2) 障害者の雇用義務はないが（＝常用労働者数40人未満（建設業は49人未満））、

申請日時点で障害者を１名以上雇用している。 

※別紙「障害者雇用の報告書」を添付すること。 ５ 

 

 

 

11 鳥獣被害対策実施隊員雇用 

 申請日時点で、鳥獣被害対策実施隊員に委嘱されている者を１名以上雇用している。  

※立山町鳥獣被害対策実施隊協力事業者認定通知書の写しを添付すること。 

 

５ 

 

合計 ※ (注１)   

 

（注１）点数欄、合計欄は記入しないでください。 

（注２）該当する欄に○印を記入してください。 

 

 

 



 

 

   

ボランティア活動実績報告書 

 

※記載要領及び注意事項 

 ①活動を証する記事等の添付 

活動の証となるもの（新聞記事・広報記事・写真等）を添付のうえ、この報告書を提出してくだ

さい。 

②活動範囲   

   立山町内での活動内容が確認できるものが対象となります。 

③活動例 

道路・公園の清掃、交通安全活動、防犯活動など。ただし、契約に基づく施工など対価を得て 

行う業務等は対象としません。また、法人ではなく個人で活動しているものは除きます。 

④活動期間 

令和６年12月16日の前２年間に２回以上継続的に行っている実績とは、令和４年12月17日から令和

５年12月16日までの間に１回以上、令和５年12月17日から令和６年12月16日までの間に１回以上の

活動の実績があることです。 

 

商号又は名称 
 

 

活動の概要 

 

 

活動場所 

 

活動期間 
  年  月  日 ～     年  月  日 

  年  月  日 ～     年  月  日 

活動人数 のべ人数      人 ／ 実人数       人 

 

 

 

 

 

具体的な 

活動内容 

 

 

町内に主たる営業所を有する事業者

のみ 



 

 

 

 

障害者雇用の報告書 

 

 

 

                                            雇用状況 

 

障害の種類（障害等級又は区分） 

雇用の有無 

（該当者がいる 

場合のみ○印） 

 

人 数 

 

 （１）身体障害者 

障害等級又は区分   

 

        人 
 

 

 （２）知的障害者 

障害等級又は区分   

 

        人 
 

 

       合 計 人 数 

  

 

        人 

 

       総 従 業 員 数         

  

 

        人 

 

     申請日時点で、上記の障害者を当社従業員として雇用していることに相違ありません。 

 

   年   月   日 

 

 

                                              

        所 在 地 

        商号又は名称 

               代表者職氏名                                               

 

 

 

記載要領 

１ この報告書は、「障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）（以下「法」という

。）」第43条第1項に規定する障害者の雇用義務がない事業者（＝常用労働者数40人未満（建設業は49

人未満））が、申請日時点、法第２条に定める障害者で雇用保険の被保険者を雇用している場合に作

成してください。ただし、代表者及び役員で雇用保険に加入していない方は除きます。 

２ 障害等級又は区分欄は、身体障害者手帳等に記載されている障害等級又は区分を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

町内に主たる営業所を有する事業者

のみ 



立山町建設工事入札参加資格審査申請書受付通知票 

 

  申請者                                              

 

□ 
貴社からの申請のあった表記については，確かに受理しましたので，通知します。 

 

□ 

貴社からの申請のあった表記については，申請書類に不備等があったため受理できません。 

令和  年  月  日までの間に申請内容の補正をお願いいたします。なお、補正書類の提出

の際、本紙に受付印を押印したものの返信を希望する場合は、本紙及び返信用封筒（切手貼付の

もの）を併せて添付してください。 

※ 所定の期日内に申請内容の補正が完了しない場合は，定期受付での入札参加資格の認定はで

きなくなりますので，ご注意ください。 

 

 

 

 

    不受理事由 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

受理 

不受理 

郵送受付期間超過 

使用印鑑届出書の不足・不備 

納税証明の不足・不備（国税・市町村税） 

 

 

 

 

 

添付書類の不足・不備（        ） 

その他（                  ） 

受付印 


